
昭和四十九年建設省令第十一号

生産緑地法施行規則

生産緑地法（昭和四十九年法律第六十八号）第十条及び第十五条第一項並びに生産緑地法施行令（昭和四十九年政令第二百八十五号）第

三条の規定に基づき、生産緑地法施行規則を次のように定める。

（農業委員会の意見の聴取）

第一条　市町村が生産緑地地区に関する都市計画の案を作成しようとする場合においては、当該市町村の長は、当該生産緑地地区内の土地

が生産緑地法（以下「法」という。）第二条第一号に規定する農地又は採草放牧地に該当しているかどうかについて、農業委員会の意見

を聴くことができる。

（法第八条第二項第二号の国土交通省令で定める基準）

第二条　法第八条第二項第二号の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　当該生産緑地地区の区域内の土地から当該生産緑地地区内にある法第八条第二項第二号イからハまでに掲げる施設の敷地を除いた面

積が五百平方メートル以上であること。ただし、法第三条第二項の規定により市町村の条例で別に規模が定められている場合にあつて

は、その規模以上であること。

二　当該生産緑地地区内にある法第八条第二項第二号イからハまでに掲げる施設の敷地の面積の合計が当該生産緑地地区の面積の十分の

二以下であること。

三　当該生産緑地に係る農林漁業の主たる従事者（当該生産緑地に係る農林漁業の業務に、当該業務につき第三条に定めるところにより

算定した割合以上従事している者を含む。）が設置及び管理を行う施設であること。

四　法第八条第二項第二号イに掲げる施設にあつては、地域内農産物等（前号の従事者が生産する農産物等（農産物、林産物又は水産物

をいう。以下この号において同じ。）又は当該農産物等及び当該施設が設置される市町村の区域内若しくは都市計画区域内において生

産される農産物等をいう。以下この条において同じ。）を主たる原材料として使用する製造又は加工の用に供する施設であること。

五　法第八条第二項第二号ロに掲げる施設にあつては、主として、地域内農産物等又は地域内農産物等を主たる原材料として製造され、

若しくは加工された物品の販売の用に供する施設であること。

六　法第八条第二項第二号ハに掲げる施設にあつては、多数人に対して、地域内農産物等を主たる材料とする料理の提供の用に供する施

設であること。

（国土交通省令で定めるところにより算定した割合）

第三条　法第十条第二項の国土交通省令で定めるところにより算定した割合は、次に掲げる割合とする。

一　次号に掲げる生産緑地以外の生産緑地にあつては、次に掲げる割合

イ　法第十条第二項の規定による申出があつた日に主たる従事者が六十五歳未満である場合においては、当該者が生産緑地に係る農林

漁業の業務に一年間に従事した日数の八割

ロ　法第十条第二項の規定による申出があつた日に主たる従事者が六十五歳以上である場合においては、当該者が生産緑地に係る農林

漁業の業務に一年間に従事した日数の七割

二　特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律（平成元年法律第五十八号）第二条第二項に規定する特定農地貸付けの用に供

される生産緑地地区の区域内の農地又は都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成三十年法律第六十八号）第五条に規定する認定都

市農地若しくは同法第十条に規定する特定都市農地貸付けの用に供される都市農地にあつては、主たる従事者が生産緑地に係る農林漁

業の業務に一年間に従事した日数の一割

（収用委員会に対する裁決申請書の様式）

第四条　生産緑地法施行令第四条の国土交通省令で定める様式は、別記様式第一のとおりとする。

（農林漁業に従事することを不可能にさせる故障）

第五条　法第十条第二項の農林漁業に従事することを不可能にさせる故障として国土交通省令で定めるものは、次に掲げる故障とする。

一　次に掲げる障害により農林漁業に従事することができなくなる故障として市町村長が認定したもの

イ　両眼の失明

ロ　精神の著しい障害

ハ　神経系統の機能の著しい障害

ニ　胸腹部臓器の機能の著しい障害

ホ　上肢若しくは下肢の全部若しくは一部の喪失又はその機能の著しい障害

ヘ　両手の手指若しくは両足の足指の全部若しくは一部の喪失又はその機能の著しい障害

ト　イからヘまでに掲げる障害に準ずる障害

二　一年以上の期間を要する入院その他の事由により農林漁業に従事することができなくなる故障として市町村長が認定したもの

（買取申出書の様式）

第六条　法第十条の国土交通省令で定める様式は、別記様式第二のとおりとする。

（特定生産緑地の指定の公示）

第七条　法第十条の二第四項の規定による指定の公示は、次に掲げる事項について、市町村の公報又はウェブサイトへの掲載その他の適切

な方法により行うものとする。

一　特定生産緑地の指定をする旨

二　特定生産緑地の区域及び面積

（特定生産緑地の指定の提案）

第八条　法第十条の四第一項の規定により特定生産緑地の指定の提案を行おうとする者は、氏名及び住所並びに当該提案に係る生産緑地の

所在地及び提案の理由を記載した提案書に次に掲げる図書を添えて、これらを市町村長に提出しなければならない。

一　当該生産緑地の区域を示す縮尺二千五百分の一以上の図面

二　法第十条の四第一項の合意を得たことを証する書類

（買取り希望の申出手続）

第九条　法第十五条第一項の規定による生産緑地の買取りを申し出ようとする者は、別記様式第三の買取希望申出書を市町村長に提出しな

ければならない。

附　則

この省令は、法の施行の日（昭和四十九年八月三十一日）から施行する。

附　則　（昭和五〇年一二月二三日建設省令第二〇号）　抄

（施行期日）

1



１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二年一一月一九日建設省令第一一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、大都市地域における住宅地等の供給の促進に関する特別措置法の一部を改正する法律（平成二年法律第六十二号）の施行

の日（平成二年十一月二十日）から施行する。

附　則　（平成三年九月六日建設省令第一六号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、生産緑地法の一部を改正する法律（平成三年法律第三十九号）の施行の日（平成三年九月十日）から施行する。

附　則　（平成一二年一月一七日建設省令第九号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができ

る。

附　則　（平成一二年一一月二〇日建設省令第四一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成二九年六月一四日国土交通省令第三五号）

この省令は、平成二十九年六月十五日から施行する。

附　則　（平成二九年八月二日国土交通省令第四九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成三十年四月一日から施行する。

附　則　（平成三〇年九月五日国土交通省令第六七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二三日国土交通省令第九八号）

（施行期日）

１　この省令は、令和三年一月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
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別記様式第一（第四条関係）

別記様式第一（第四条関係）

裁 決 申 請 書

裁決申請者 住 所

氏 名

相 手 方 住 所

氏 名

生産緑地法 の規定による協議が成立しないので、下記により、裁決

を申請します。

記

１ 損失の事実並びに損失の補償の見積り及びその内訳（生産緑地の買い取りの申出に係

る場合にあつては、当該生産緑地の価格の見積り及びその内訳）

２ 協議の経過

年 月 日

裁決申請者 住 所

氏 名 印

殿

備考

１ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期を併せて記載すること。

２ 「損失の補償の見積り及びその内訳」については、積算の基礎を明らかにすること。

３ 「生産緑地の価額の見積り及びその内訳」については、当該生産緑地の所在及び地

番、地目並びに地積を併せて記載すること。

４ 「協議の経過」については、経過の説明のほかに、協議が成立しない事情を明らか

にすること。

５ 裁決申請者又は相手方が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び

代表者の氏名を記載すること。
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別記様式第二（第五条関係）

別記様式第二（第五条関係）

生 産 緑 地 買 取 申 出 書

年 月 日

殿

住 所

申出をする者

氏 名

生産緑地法第 10条の規定に基づき、下記により、生産緑地の買取りを申し出ます。
記

１ 買取り申出の理由

２ 生産緑地に関する事項

当該生産緑地に存する所有権以外の権利

所在及び地番 地 目 地 積

種 類 内 容 当該権利を有する者の氏名及び住所

㎡

３ 参考事項

⑴ 当該生産緑地に存する建築物その他の工作物に関する事項

当該工作 当該工作物に存する所有権以外の権利

所在及び地番 用途 構造の 延べ 物の所有

概要 面積 者の氏名 種類 内容 当該権利を有する者の氏名及び

及び住所 住所

㎡

⑵ 買取り希望価額

⑶ その他参考となるべき事項

備考

１ 「買取りの申出の理由」については、生産緑地の指定の告示の日から起算して 30
年を経過した旨又は当該生産緑地に係る農林漁業の主たる従事者（当該生産緑地に係

る農林漁業の業務に、当該業務につき生産緑地法施行規則第３条の規定により算定し
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た割合以上従事している者を含む。）が死亡し、若しくは農林漁業に従事することを

不可能にさせる故障を有するに至つた旨を明らかにすること。

なお、生産緑地に係る農業の主たる従事者（当該生産緑地に係る農業の業務に、当

該業務につき同規則第３条の規定により算定した割合以上従事している者を含む。以下

同じ。）については、当該生産緑地（農地又は採草放牧地に限る。）の所在地を管轄

する農業委員会によるその者が主たる従事者に該当することについての証明書を添付

し、農林漁業に従事することを不可能にさせる故障については、医師の診断書その他

同規則第５条に掲げる障害又は事由に該当することを証明する書類を添付すること。

２ 「生産緑地に関する事項」については、買取申出に係る生産緑地が土地区画整理法

第 98 条第１項（大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置
法第 83条において準用する場合を含む。）の規定により仮換地として指定された土地
にあつては、「所在及び地番」、「地目」及び「地積」の欄には、当該生産緑地に対応

する従前の土地の所在及び地番、地目並びに地積と併せて仮換地として指定された土

地の所在及び地番、地目並びに地積をかつこ書で記載し、「当該生産緑地に存する所

有権以外の権利」の欄には、当該生産緑地に対応する従前の土地に存する所有権以外

の権利を記載すること。

３ 「地目」の欄には、田、畑等の区分により、その現況を記載すること。

４ 「地積」の欄には、土地登記簿に登記された地積を記載すること。実測地積が知れ

ているときは、当該実測地積を「地積」の欄にかつこ書で記載すること。

５ 「内容」の欄には、存続期間、地代等当該権利の内容をできる限り詳細に記載する

こと。

６ 申出をする者、生産緑地に存する所有権以外の権利を有する者又は当該生産緑地に

存する建築物その他の工作物に関し所有権若しくは所有権以外の権利を有する者が法

人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
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別記様式第三（第四条関係）

（第四条関係）別記様式第三

生 産 緑 地 買 取 希 望 申 出 書

年 月 日

殿

住 所

申出をする者

氏 名

生産緑地法第 条第１項の規定に基づき、下記により、申し出ます。15
記

１ 生産緑地に関する事項

当該生産緑地に存する所有権以外の権利

所在及び地番 地 目 地 積

種 類 内 容 当該権利を有する者の氏名及び住所

㎡

２ 買取り希望価格

３ 買取り希望の申出の理由

４ 参考事項

⑴ 当該生産緑地に存する建築物その他の工作物に関する事項

当該工作 当該工作物に存する所有権以外の権利

所在及び地番 用途 構造の 延べ 物の所有

概要 面積 者の氏名 種類 内容 当該権利を有する者の氏名及び

及び住所 住所

㎡

⑵ その他参考となるべき事項

備考

１ 「生産緑地に関する事項」については、買取希望の申出に係る生産緑地が土地区画

整理法第 条第１項（大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特98
別措置法第 条において準用する場合を含む ）の規定により仮換地として指定され83 。
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た土地にあつては 「所在及び地番 「地目」及び「地積」の欄には、当該生産緑地、 」、

に対応する従前の土地の所在及び地番、地目並びに地積と併せて仮換地として指定さ

れた土地の所在及び地番、地目並びに地積をかつこ書で記載し 「当該生産緑地に存、

する所有権以外の権利」の欄には、当該生産緑地に対応する従前の土地に存する所有

権以外の権利を記載すること。

２ 「地目」の欄には、田、畑等の区分により、その現況を記載すること。

３ 「地積」の欄には、土地登記簿に登記された地積を記載すること。実測地積が知れ

ているときは、当該実測地積を「地積」の欄にかつこ書で記載すること。

４ 「内容」の欄には、存続期間、地代等当該権利の内容をできる限り詳細に記載する

こと。

５ 「買取り希望の申出の理由」については、疾病等により農林漁業に従事することが

困難である等の特別の事情を明らかにすること。

６ 申出をする者、生産緑地に存する所有権以外の権利を有する者又は当該生産緑地に

存する建築物その他の工作物に関し所有権若しくは所有権以外の権利を有する者が法

、 、 。人である場合においては 氏名は その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること
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